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実施年月日 　　　令和7年1月29日（水）

視　察　先      ・兵庫県広域防災センター



＜視察内容＞ 

○兵庫県立広域防災センターの設立の経緯・施設見学について

阪神・淡路大震災発災の翌年、平成 7 年 7 月に「阪神・淡路大震災復興計画」が策定され

る。大震災の経験と教訓を生かし、県内の災害に即応する諸機能を備えた県立防災センタ

ーの設置を推進するとともに、国際的な視野から、防災に係る調査・研究や、人材育成等

を行う国際防災センター構想を推進するものとされました。 

平成 8 年 4 月、「兵庫県防災都市計画マスタープラン」が策定、整備方針として 

1． 基本的な考え方 

三木市に全県拠点を整備、県民局単位にブロック拠点を整備 

2． 選定（立地）条件 

・交通アクセスに優れていること 

・一定規模のオープンスペースを有する公的施設 

3． 主な機能 

① 備蓄機能 ②救援物資集積・配送機能 ③駐屯機能

4． 規模 

大震災の被害、応援部隊の規模、物資基地の規模等を基に算定 

平成 16 年 4 月、県立広域防災センターが開設。翌平成 17 年 4 月、県立広域防災センター

と県立三木総合防災公園とを一元的に管理運営する組織として広域防災センターを開設。 

【平常時】 

① 災害対応能力の向上を目指した防災人材の育成拠点 ②地域の豊かな自然環境を活かし

たスポーツ・レクリエーション拠点 ③被災者救援物資及び災害対策用資機材の備蓄拠

点としての機能を果たす。

【災害時】 

①消防・警察、自衛隊等各部隊の進出・活動拠点

②被災者救援物資の集積・仕分け・配送拠点

③ヘリコプター（物資搬送、要員・傷病者搬送）の離発着拠点としての機能を果たす。

平常時の体制から大災害時の体制への移行については、移行する条件として県内震度 5 以

上の地震を観測、風水害等が発生し、被害が大規模に拡大するおそれがあるなど、様々な

要件により移行されます。 

これまで、災害時の主な利用実績として、東日本大震災では、食料・毛布・仮設トイレ等

の備蓄物資の搬出、フィリピン台風被害では紙おむつの搬出、熊本地震では、食料・毛

布・仮設トイレ等の備蓄物資を搬出、また昨年の能登半島地震では、食料・ブルーシー

ト・毛布・仮設トイレ・携帯トイレ・生理用品等の備蓄物資が搬送されました。 



特に、平成 26 年 8 月の丹波市豪雨災害においても、仮設トイレ・ブルーシート・ス

コップ・マスク等も丹波市役所市島支所へ搬出されている。

平常時においては、防災体験学習やひょうご防災リーダー養成講座の開催、訓練施設で

は、消防機関のほか警察、自衛隊、海保や災害派遣医療チーム、国際緊急援助隊救助チー

ムなどの訓練にも利用されている。 

＜所感＞ 

阪神・淡路大震災発災の後、直ちに同センターが整備された背景には、震災当時、防災対

応拠点がなく、物資の拠点があちこちに分散し、連携・協力が非常に困難な状況にあり、

大混乱を招いた経緯があるということでした。今、県内の災害に即応する諸機能を備え、

また災害対応能力の向上を目指した、防災人材の育成拠点としての役割も果たす同センタ

ー。 

陸上競技場のスタンド下に整備された備蓄倉庫を拝見させていただいた時には、まずその

大きさと、備蓄品の種類と数の多さに驚きました。α化米をはじめとする食料はもちろ

ん、毛布・ブルーシート・紙おむつや生理用品、携帯トイレや仮設トイレ等の被災者用備

蓄品の他、人命救助システム・船外機付ボート、スコップやバールや大型土嚢といった救

助用資機材、そしてテントや投光器・発電機、フォークリフト、簡易ベッド等の広域防災

拠点運営用資機材が保管されていました。 

改めて災害に対する“備え”という危機意識をどこまで持てるか。非常に重要な視点を学ば

せていただいたとともに、丹波市においても更なる“地域防災力”を高めていくべく、様々

な視点で市民の安全と命を守る防災・減災対策に力を入れてまいります。 

＜視察内容＞ 

○三木市総合政策部 縁結び課の取組について

人口減少・出生率の減少における大きな要因として、未婚率の上昇があげられます。 

そこで三木市では平成 26 年 4 月、「縁結び課」を新設。新たな総合戦略やインバウンド戦

略の推進、公民連携に係る事務を担い、婚活支援、ふるさと納税、移住・定住の促進、空

き家バンクなどとともに、地方創生に係る事務を一体的に推進。 

特に婚活支援、縁結び事業においては、「みきで愛サポートセンター」を設立し、独身男女

の出会いの場を創出する取組の中で、現在まで計 147 組が成婚。結婚後、約 6 割の成婚カ

ップルが市内に新居を構えている。 

希望者がセンターへ登録すると、それぞれサポーター（ボランティア）が成婚まで様々な



形でサポート。第二の親的存在として成婚までをお世話している。現在のサポーターは 20

人程度。 

サポーターは各種団体へお願いし選出（2 年任期）。70 代の方が最も多く、ボランティア

活動の中でもナンバーワンのやりがいがあると言って活動されている方が多い。 

＜所感＞ 

事業の成功の陰に、ボランティアであるサポーターの存在が非常に大きいと感じました。

どの時代においても結婚をしたい、という願望はあっても「恋愛ベタ」でなかなか自分か

ら積極的に異性へアプローチができないという人は多い。その中で「マッチングアプリ」

など、予算をかけてシステムを構築したとしてもほとんど意味がない。恋愛に奥手な人に

どう寄り添っていくことができるか。その点において、「お見合いおばちゃん」と呼ばれる

サポーターの方たちが、様々な面で背中を押し、真摯に向き合う中で信頼関係が生まれ高

い成婚率へと結びついていると感じました。 

高齢のサポーターの方が多く、その方たちは人生の残りの時間を「人の幸せのために」と

の思いで、お金や報酬のためではなく、生きがいを持って活動されています。 

「人づくりはまちづくりへと繋がっている」との担当課長の言葉が非常に印象的でした。 

＜視察内容＞ 

○三木市の防災・減災の取組について

市民の防災意識向上の取組として、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、毎年市民参加型の

三木市総合防災訓練（参加約 650 名）を実施し、指定緊急避難所への避難や、消火栓の取

扱などを実際に体験してもらい、防災を身近に感じていただいている。また同日開催で、

訓練会場に隣接する同公園内野球場では、防災フェスティバル（参加者約 2000 名）が開

催され、起震車による地震体験や煙体験、救急体験、水消化器体験など様々なイベントを

開催し、市民の方に対して自助・共助の重要性を訴え、防災意識の向上に取り組んでいる

とのことでした。 

＜所感＞ 

「防災のまち 三木市」を掲げ、各地域においても日頃から様々な取組を実施されていま

した。例えば令和 3 年度から毎年 4 月に自主防災組織並びに民生委員児童委員・協力員を

対象とした自主防災組織活動説明会（参加者約 250 名）を開催し、平時からの準備や災害

時の行動等、それぞれの地域の区長や自主防災組織の関係者の方々に、その役割について

説明を行っているとのことでした。 

また毎年 1 月には自主防災組織育成研修会（参加者約 400 名）を開催し、防災専門の講師

を招き研修。我が丹波市においても更なる「地域防災力」の強化へ、大いに参考とさせて

いただき、様々な取組みを実施していきたいと決意いたしました。 



決  裁 

議 長 委員長 委員長  局 長 課 長 係長  担当  担当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和７年２月７日 

  
  丹波市議会議長 谷水 雄一 様 

    
                         
                        議員名  須原 弥生  

 
           
             丹波市議会政務活動報告書 

 

実施年月日     令和７年１月 29 日（水） 

視 察 先    ・兵庫県三木市 兵庫県立広域防災センター 

 ・三木市役所 総合政策部縁結び課及び危機管理課 

         

   テ ー マ   ・広域防災センターの設立経緯と施設見学 

           ・防災に関する取組について 

・縁結び課の取組について 

           

  

 

＊研修内容と所感は別紙の通り 

 

 

  

    
 

 
 
 
 
 
 
 



 

（研修内容） 
＊広域防災センターの設立経緯と施設見学 
 阪神・淡路大震災のかつてない震災をうけ、部隊の宿営や物資の集積拠点もなく、連携・

協力が困難で非効率であったため、大混乱が起こった。これらの教訓から広域防災拠点

が必要と考え、復興計画や県の防災都市計画に基づき、震災から 10 年後の平成 16 年に

全県域をカバーする広域防災拠点のセンターを開設した。三木市が選定されたのは、県

の中心位置で交通アクセスに優れている（車を基本として）点と、県の先行取得用地が

あったことが大きい。一元的に管理している県立三木総合防災公園は、指定管理者４社

に委託している。 
センターと公園は平時と災害時を上手く使い分けている。現在までは、センターと公園

を使用するような大規模な活動はないが、東日本大震災の宿営をはじめ、フィリピン台

風災害や丹波市豪雨災害、熊本地震等への備蓄物資の搬出を行ってきた。 
センター内にある消防学校では、「ひょうご防災リーダー養成講座」を実施し、地域防災

の担い手を育成している。 
☆研修後に、公園内の陸上競技場のスタンド下の倉庫に保管している備蓄品を見学した。

 
＊防災に関する取組について 
三木市の防災意識向上に向けて、防災訓練やフェスティバル、イベント等、多彩なメニ

ューで実施しているが、参加者が多く、各自治会２名ぐらいは参加されている状況。 
市の新規採用職員は防災意識を持つために防災センターで体験研修会を行っている。 
また、毎月１回の自主防災組織育成研修会では、阪神大震災被災の体験など交えて自助、

共助の重要性を伝えている。 

 
（所感） 
・センターと公園で 254ha と広大で、県内の災害に即応できる諸機能と、防災に係る調

査・研究、人材育成も含めた広域防災拠点を見学でき、足を運び実際に見ることの大

切さを感じた。実際に見ると、災害時のシミュレーションもできる。 
公園では、様々なイベントが開かれ、参加者が多いことに驚いた。 
今後、災害時の、丹波市の広域防災拠点（丹波の森公苑）との連携はどのような内容に

なっているか、確認をしていきたい。 

 
 

＊縁結び課の取組について 

（研修内容） 

・子育て支援に取り組んでも、出生率が向上しない現状があった。H20 年にみきで愛サポー

トセンターを設立し、お見合いを主とした婚活事業の促進を目的とした NPO 法人の創設

を目指したが、個人情報の取扱いにおいて、市が管理するのが適切と判断し、H26 年に縁

結び課を新設した。当初は職員２名でスタートしたが、現在は 13 名。その後、ふるさと

納税業務、地方創生業務を同課で行ってきた経緯がある。ふるさと納税で、縁結び課の

事業を応援できる体制も構築している。 



 

サポートセンターへの委託金額は 300 万円。予算執行は、主にお見合い部門で、HP 委託

料、会場費用、啓発用ティッシュ作成料である。H28 年からは、サポーターの方へ携帯電話

を貸与。予算を多く投入したから好結果を得られるというものでもない。 

センター設立以降、147 組が成婚しており、そのうち 13 組はイベントを機に成婚、あと

はお見合いで成婚している。離婚率は、ほぼゼロと見ている。成婚の約６割が市内定住。

この実績の要因は、サポーターのフォローが行き届いている点にあると言う。サポータ

ーの方は、やりがいのある最高のボランティアと感じている。単なる婚活のみの事業で

はなく、人づくり・まちづくりに通じている。 

現在は、出会うためのツールは様々あるが、結婚に対しての悩みに寄り添い、相談に乗

り、応援してくれるのがサポーターであり、その仕組みづくりが大切。 

 

（所感） 

・現在はマッチングアプリ等があり、成婚に繋がっているが、逆に本当に結婚に悩んでい

る方が求めるのは、お見合いのような仲人的な存在が必要なのかも知れないと感じた。

  マッチングアプリを否定するものではなく、その選択ではない方を、どのようにサポ

ートしていくのか、という視点を持って一緒に解決していく姿勢が問われると思う。 

・大切なポイントは、サポーターの方がやりがいを持てるかどうか、生きがいと感じても

らえるかどうか、そこに向き合う市の努力が必要であろう。 

・丹波市でも、課の新設は難しいと感じるが、地方創生総合戦略の政策の柱の中の施策に

未婚・晩婚化対策を掲げて取組めないか。 

また、現在の子育て支援課内に縁結び係を新設するか、ふるさと創造部内での係の新設

を検討してはどうか。 
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